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Ａ．研究目的 

本邦の腎疾患対策をさらに推進するために、平

成 29年 12月より、厚生労働省健康局「腎疾患対

策検討会」において検討が重ねられた。平成 30

年 7月「腎疾患対策検討会報告書～腎疾患対策の

更なる推進を目指して～」が、全国自治体、関係

団体に広く発出された。 

同報告書には「慢性腎臓病（CKD）を早期に発

見･診断し、良質で適切な治療を早期から実施・

継続することにより、CKD重症化予防を徹底する

とともに、CKD患者（透析患者及び腎移植患者を

含む）の QOLの維持向上を図る」ことを目標とし

て、「普及啓発」、「地域における医療提供体制の

整備」、「診療水準の向上」、「人材育成」、「研究開

発の推進」の５本柱に実施すべき取組が整理され

た。また、2028 年までに年間新規透析導入患者数

を 35,000人以下に減少させるという成果目標

（KPI）も設定された。 

本研究では、同報告書の 5課題実現・社会実装

のための具体的な計画・方法の立案、評価・進捗

管理の方法開発を行う。全国各地の腎疾患対策を

評価・分析し、課題抽出、新たな対策立案の PDCA

サイクルを回し、継続的に腎疾患対策が実現する

体制を構築することを目的とする。これにより

１）CKD重症化を防止し、新規透析導入患者を減

少させ、２）さらに、CKD患者（透析患者及び腎

移植患者を含む）の QOLの維持向上を図る体制を

構築する。 

令和元年～3年、厚生労働省政策研究班「腎疾

患対策検討会報告書に基づく対策の進捗管理およ

び新たな対策の提言に資するエビデンス構築」研

究に取り組んで来た。本研究はこれをさらに推し

進めるものである。具体的には、以下に取り組

む。 

 

 

研究要旨 
本研究は、腎疾患対策検討会報告書の5課題実現・社会実装のための具体的な計画・方法の立案、評
価・進捗管理の方法開発を行う。全国各地の腎疾患対策を評価・分析し、課題抽出、新たな対策立案
のPDCAサイクルを回し、継続的に腎疾患対策が実現する体制を構築することを目的とし、１）CKD
重症化を防止し、新規透析導入患者を減少させ、２）さらに、CKD患者（透析患者及び腎移植患者を
含む）のQOLの維持向上を図る体制を構築する。 
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1．普及、啓発

（1）普及啓発資材の開発 

国民、医療者を対象にCKD早期発見、受診勧奨、

専門医受診に資する資材を作成する。 

（2）CKD診療ガイドライン、紹介基準、標準治療の

普及率、均霑化率の評価、普及啓発活動の評価 

 普及、均霑化を阻害する要因を抽出し、解決策を考

案する 。 

 普及啓発活動の実施数、CKDの重要性の認知度の評

価を都道府県、市町村レベルで実施する。 

2．診療連携体制構築 

(1) 腎専門医、かかりつけ医、行政との連携体制構

築を推進する。各地の診療連携体制構築の実態を調

査、把握する。

(2) 好事例横展開：連携体制構築の先進好事例を把

握し、モデルとして定式化し、横展開を図る。地域

の医療資源に最適化した連携モデルを図示化し、提

示する。都市部モデル、地域モデル等。連携体制構

築未実施地域においても、連携体制構築に着手でき

るようにマニュアル的な手順書を作成する。

(3) 検診結果に基づく保健指導、受診勧奨の推進

健診結果に基づく受診勧奨、保健指導の実態を調査

する。各地の行政、「保健活動を考える自主的研究

会」等と連携して調査を実施する。

3．診療水準の向上 

(1)移行期医療（トランジション） 

小児期発症患者の成人医療への移行)に関する実

態把握及び、円滑な移行支援策を構築する。 

「おしっこ（尿）と腎臓の不思議」（2021年度本研

究班成果）、「腎疾患の移行期医療支援ガイド―Ig

A腎症・微小変化型ネフローゼ症候群―」（2019年

度「難治性腎障害に関する調査研究」成果） 

(2)高齢CKD患者、透析・移植後患者のQOL維持向上 

高齢者CKD診療における論点整理を行い、提言を作

成する。R３年度中のAMED事業として、高齢腎不全

患者を対象としたCKMガイドが作成される。このガ

イドの普及も図る。 

(3)難治性腎疾患の診療レベルの向上・均霑化 

難治性腎疾患の研究動向の把握：厚労省研究班との

連携 

(4)尿中アルブミンの測定診療報酬化 

保険診療上、尿中アルブミン定量（UAE）は「糖尿

病又は糖尿病性早期腎症患者であって微量アルブ

ミン尿を疑うもの（糖尿病性腎症第１期又は第２期）

に対して行った場合に、３か月に１回に限り」算定

できる。しかし諸外国では、CKD全般で測定可能で

ある。CKDの定義、重症度分類も国際的にはUAEで
なされるが、本邦では、UAEの代替として尿中蛋白

排泄量（UPE）を採用せざるを得ない。CKD診療実

態の国際比較のためにも、非糖尿病CKDにおいても

UAEが測定できる環境にする必要がある。UAE測定

の意義を整理（文献的考察）、費用対効果分析等を

実施し、UAE測定の保険収載をめざす。 

4．人材育成 

看護師/保健師、管理栄養士、薬剤師等の人材を育

成し、CKD診療に携わる医療従事者数の増加を図る。 

5．研究の推進：研究開発・国際比較 

(1)AMED,厚労省等の公的研究のCKD関連研究をと

りまとめ、本邦のCKD関連研究の現況と経年変化が

把握できる環境を整備する。 

(2)海外の CKD診療体制、ESRD・腎代替療法（RRT）

の実態の調査を行う。 

(3)疫学調査 

特定健診データ、各地のコホート研究、NDBデータ

等の複数のソースを解析して、CKDの有病率を測定

する。同一方法でCKD有病率の経年変化を解析しう

る基板を構築する。 

6．情報発信、広報 

研究班の成果を HP 等で効率よく、発信できる

基盤を整備する。
https://ckd-research.jp/ 

Ｂ．研究方法 
1．普及、啓発

医療従事者、行政機関、患者・家族、国民全体に

CKDについて普及啓発を行いより多くの人が腎疾患

対策を実践する体制を構築することを目標とする。 

(1）普及啓発資材の開発  ○中川、内田、今澤 

 協力者 桒原（熊本大学）、長洲（川崎医科大学） 

CKD早期発見、受診勧奨に資する資材を対象者（市

民、患者、医療者）に応じて作成する 

市民を対象としたCKD（検尿、eGFR測定）啓発資

材（チラシ、動画等）を作成してきた。また全国の

啓発イベントで活用できるCKD理解の普及を目的と

したクイズパネルも作成している。また全国の市民

公開講座等で使用する共通のPowerPoint一式を作

成して利用可能とする。 

(2）地域における普及啓発活動の評価 ○伊藤, 福

井 

 地域ごとの普及啓発活動（市民公開講座など）の

実施数、認知度の評価を都道府県、市町村レベルで

実施する。2019年度から開始した全国の実施状況の

調査を継続し、経年的な変化を評価する。日本腎臓

病協会の都道府県代表に対するアンケート調査な

ど、現場に低負荷で実施可能な方法論を開発する。

2022年度は未実施地域、不足地域を重点化した調査

を実施する。 
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2．診療連携体制構築  

(1) 実態調査：○伊藤、福井 

腎専門医、かかりつけ医、行政との連携体制構築を

推進する。各地の診療連携体制構築の実態を調査、

把握する。 

(2) 好事例共有・横展開：○和田淳、向山、山縣、

森下、古波蔵、上條 

連携体制構築の先進好事例を把握し、モデルとして

定式化し、横展開を図る。地域の医療資源に最適化

した連携モデルを図示化し、提示する。都市部モデ

ル、地域モデル等。連携体制構築未実施地域におい

ても、連携体制構築に着手できるようにマニュアル

的な手順書を作成する。 

NPO法人日本腎臓病協会に設置したCKD対策部会

（J-CKDI）において、全国12ブロック及び各県の担

当者を任命している。各県担当者を中心に活動実態

の把握と効果を評価する。 

 2019年度中に全国12ブロックにおける現状把握

の会議を開催した。ブロック内各都道府県における

普及・啓発、診療連携体制構築の現状、課題を抽出、

共有した。その結果、各地において行政部門との連

携が必ずしも緊密に行われていないことが判明し

た。 

 これを解決すべく、2019年12月、岡山市において、

中国ブロックをモデルケースとして、行政との連携

強化の会議を開催した。各地行政担当者へは厚労省

健康局より直接働きかけていただき、会議への出席

を促していただいた。 

2020年2月、同様に趣旨で東京・南関東ブロック

を開催した。厚生労働省、各行政担当者（東京都、

八王子市、神奈川県、横浜市、川崎市、相模原市、

横須賀市、千葉県、千葉市、船橋市、柏市、埼玉県、

川越市、越谷市、川口市、吉川市）、医療者（柏原

代表、伊藤代表、日本腎臓病協会の南学東京都代表、

岡田南関東ブロック代表をはじめとする各県代表）

が参加した。 

2021年度中に全国12ブロックで同様の会議を開

催予定であったが、新型コロナ感染症の拡大のため、

中断を余儀なくされた。2021年度内にWebを活用し

て、中国ブロック、東京・南関東ブロックで会議を

開催した。Webでも目的はある程度達成できること

が判明した。2022年度以降も継続する。 

 

(3) 検診結果に基づく保健指導、受診勧奨の推進 

○旭 

健診結果に基づく受診勧奨、保健指導の実態を調

査する。各地の行政、「保健活動を考える自主的研

究会」等と連携して調査を実施する。「CKDに関す

る健診判定と対応の分類例」などを参考にしながら、

各々の健診実施機関による保健指導、受診勧奨を推

進する。各地の保健師、行政との連携を推進する。

（1）で記述した各ブロック単位での会議体でも協

議し各地の実情の応じた有効な方法で展開する。ま

た糖尿病性腎症重症化予防プログラムとの連携も

一層強化する。 

 

3．診療水準の向上 

(1) 移行期医療（トランジション）○服部、石倉 

小児期発症患者の成人医療への移行)に関する実態

把握及び、円滑な移行支援策を構築する。 

「おしっこ（尿）と腎臓の不思議」（2021年度本研

究班成果）、「腎疾患の移行期医療支援ガイド―Ig

A腎症・微小変化型ネフローゼ症候群―」（2019年

度「難治性腎障害に関する調査研究」成果） 

(2) 高齢CKD患者、透析・移植後患者のCOL維持向

上 ○酒井、祖父江 

高齢者CKD診療における論点整理を行い、提言を

作成する。R３年度中のAMED事業として、高齢腎不

全患者を対象としたCKMガイドが作成される。この

ガイドの普及も図る。 

・高齢者CKD診療における論点整理  

高齢CKD患者の課題を抽出し、高齢者CKD診療におけ

る論点を整理する。高齢者は、他疾患、フレイル、

認知症等を合併する。個人差も大きく、高齢者のCK

D対策では、個人の状況に合わせて、腎不全への進

行阻止、QOL維持・向上、要介護状態への移行阻止

等の包括的な対応を提案する。 

・高齢者腎代替療法のあり方に関しての提言  

QOLを配慮した高齢者腎代替療法のあり方について、

国内外の実態を調査する。在宅腎代替療法のあり方

についても調査研究する。 

・高齢CKD患者、透析患者及び腎移植患者のQOLの維

持向上 

 全体目標にある、CKD 患者の QOL の向上を達成

するには、CKD 重症化予防のみならず、様々な合併

症予防や、各患者にとって最適な腎代替療法（血液

透析、腹膜透析、 腎移植）の選択や準備、治療と仕

事の両立支援等も重要と考えられる。論点整理を行

い、適切な療法選択の推進、QOL維持向上に資する

提言を行い、ガイドラインへの反映を目指す。2022

年度以降も継続する。 

 

(3) 難治性腎疾患の診療レベルの向上・均霑化  

○成田 

難治性腎疾患の研究動向の把握：厚労省研究班と連

携する。同研究班作成のガイドラインの普及をめざ

す。 

(4) 尿中アルブミンの測定診療報酬化 ○横尾、旭、

田村、今田 

保険診療上、尿中アルブミン定量（UAE）は「糖

尿病又は糖尿病性早期腎症患者であって微量アル

ブミン尿を疑うもの（糖尿病性腎症第１期又は第２

期）に対して行った場合に、３か月に１回に限り」

算定できる。しかし諸外国では、CKD全般で測定可
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能である。CKDの定義、重症度分類も国際的にはU
AEでなされるが、本邦では、UAEの代替として尿中

蛋白排泄量（UPE）を採用せざるを得ない。CKD診
療実態の国際比較のためにも、非糖尿病CKDにおい

てもUAEが測定できる環境にする必要がある。UAE
測定の意義、費用対効果分析等を実施し、UAE測定

の保険収載をめざす。 
 

 

4．人材育成  ○要、和田健彦 

看護師/保健師、管理栄養士、薬剤師等の人材を

育成し、CKD診療に携わる医療従事者数の増加を図

る。腎臓病療養指導士による療養指導に対して診療

報酬が付与されること目指して、厚生労働省と連携

して必要な準備を進める。 

5．研究の推進：研究開発・国際比較 

(1) AMED,厚労省等の公的研究のCKD関連研究をと

りまとめ、本邦のCKD関連研究の現況と経年変化が

把握できる環境を整備する。○深水、田村 

(2) 海外の CKD診療体制、ESRD・腎代替療法（RRT）

の実態の調査を行う。○南学、深水 

CKD及びCKD診療体制の国際比較、ESRD・腎代替療

法（RRT）の実態の国際比較、CKDの成因の相違・特

徴、海外のCKD診療体制の調査を行う。ESRD,RRT（移

植を含む）の海外動向についても調査する。海外の

CKD対策成功事例の調査も行う。以下の推進を図る。

COVID-19により海外の動向調査に支障を来たして

いるが、Webセミナー等を介して補填したい。 

・関連学会との連携強化によるデータベース間の

連携構築（DKD に関する日本腎臓学会、日本糖尿病

学会の連携のみならず、日本循環器学会等の心血管

疾患の関連学会との 連携も重要である。） 

・研究及び診療への ICT やビッグデータの活用 

・国際共同試験を含めた臨床試験の基盤整備 

・病態解明に基づく効果的な新規治療薬の開発 

・再生・オミックス（ゲノム等）研究の推進 

・腎臓病の基礎研究や国際競争力の基盤強化 

（3）疫学調査  ○猪阪、福間、今田 

特定健診データ、各地のコホート研究、NDB
データ等の複数のソースを解析して、CKD の有

病率を測定する。同一方法で CKD 有病率の経年

変化を解析しうる基盤を構築する。 
 

6．情報発信、広報 ○西山、祖父江 

研究班の成果をHP等で効率よく、発信できる基盤

を整備する。 
 
（倫理面への配慮） 
すべての研究者は「ヘルシンキ宣言（2013年10月

改正）」, 「個人情報の保護に関する法律（2015年

9月改正）」、「医療・介護関係事業者における個人

情報の適切な取扱いのためのガイダンス（2017年4

月改正）」、「人を対象とする生命科学・医学系研

究に関する倫理指針(2021年３月)」、「医薬品の床

試験の実施の基準に関する省令（GCP省令）（2021

年1月改正）」、「医療情報システムの安全管理に関

するガイドライン第5.1版（2021年1月改正）」を厳

格に遵守する。個人情報保護法に基づき、被験者の

秘密保護に十分配慮する。 
 
Ｃ．研究結果 

1. 普及、啓発 

(1）普及啓発資材の開発 
１）普及啓発資材活用の実態調査 
＜小児向け＞ 
 昨年度までの本研究班で
は、小児慢性腎臓病患者向
けに、ヘルスリテラシー向
上を目的とした啓発本「お
しっこ（尿）と腎臓の不思
議」を作成した。移行期医療
プログラムは12～14歳で始
めるのがよいことから、本
書は小学生高学年から中学
生を読者対象として記述さ
れている。 
 
＜ダウンロード可能CKD普及啓発用動画＞ 
 昨年度までの本研究班では、様々なカテゴリーの
デジタルサイネージに動画として放映できるよう
に、さらに2種類の動画を作成した。CKD啓発動画シ
リーズ第3話「早期受診で子供たちの腎臓を守ろ
う！」とCKD啓発動画シリーズ第4話「もしものこと
があった場合 臓器提供という選択」で、これらはN
PO法人日本腎臓病協会のHPにアップし、ダウンロー
ドして利用できるようになっている。https://ckd
-research.jp/download/ 
 
＜YouTubeの活用＞ 
NPO法人日本腎臓病協会では、YouTubeのアカウント
を作成し、CKD普及啓発動画を公開した。 
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＜既存普及啓発資材の調査＞ 

 
２）普及啓発資材の開発 
 以上の既存資材の情報を整理し、以下のコンセプ
トで開発資材の開発を進めた。 
対象：CKDを知らない、CKDステージG1/2、20-40代
の未病の国民 
コンセプト：腎臓（の働き）の認知, CKDの認知 
目指す行動変容：腎臓への関心を持つ/年１回健診
に行く 
提供する情報：腎臓の働き/腎臓の位置・大きさ/ 
健診での指標/腎臓が病気になるとどうなるか/ 
CKDにならない生活習慣、等 
手法：クイズや驚きを与える情報で興味をひく 
「そうなの？」「なるほどね」 
用途：健診時や市民公開講座参加者に配布 
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＜未病の国民向け啓発資材＞ 
    表紙     裏表紙 

 
     中面 

 

(2）地域における普及啓発活動の評価 

地域ごとの普及啓発活動（市民公開講座など）の

実施数、認知度の評価を都道府県、市町村レベルで

実施するため、2019年度から開始した全国の実施状

況の調査を継続し、経年的な変化を評価した。  

【日本腎臓病協会（JKA）の後援数集計】 

JKAに申請のあった普及啓発イベント数は、2020

年度は30件であったが、2021年度は110件と増加し

ていた。 

【アンケート調査結果】 

年度末にアンケート調査をJKAの各都道府県代表、

地区幹事に送付し、前回（2020年度）の結果との比

較をした。 

2020年度はJKAへの申請アンケート調査の結果も

少なかったが、2021年度には増加している。新型コ

ロナウイルス感染対策をしっかり講じることがで

きるようになったためと考えられる。 

活動の形態としては、講演会形式のものが増加し

ており、webで開催されたものと思われる。また、

使用した媒体としては、新聞、ラジオ、テレビ、行

政広報などが増加し、各地での工夫が伺える。また、

YouTubeなどの動画サイトやデジタルサイネージの

利用も進んできている。 

腎臓病療養指導士が参加した普及啓発活動数も

増加し、患者会が参加した普及啓発活動数も増加し

ているが、まだ頻度は低い。認知度の調査の回数は

増えているが、いまだ実施できていない地域も多い。

認知度向上に関してはコロナ禍で十分な活動がで

きていないという意見が多かった。 

 

2．診療連携体制構築  

(1) 実態調査 

腎専門医、かかりつけ医、行政との連携体制構築

を推進するため、普及啓発活動の評価でも使用して

いる、JKAの各都道府県代表、地区幹事を対象とし

た、年度末のアンケート調査を集計し、各地の診療

連携体制構築の実態を把握、調査した。 

【アンケート調査結果】 
 全国的に診療連携体制構築のための会議体の設
置は増加している。専門医リストの作成は伸びて
いないが、各地で紹介基準が作成されている。 
エリアでのCKD連携制度も増加しており、特に

市町村で増加が顕著である。連携実績については
把握できていない地域が多く、本アンケートの限
界と思われる。 
行政との連携は良好な地域が多いが、医師会と

の連携が難しい地域も見受けられた。 
多職種連携に関しても、看護師、栄養士、薬剤
師と満遍なくできており、その数も増加してい
る。連携している専門団体であるが、歯科医師会
との連携が伸び悩んでいる。 
個別連携制度の詳細調査では、二次医療圏、市

町村レベルでの増加がみられた。これは郡市区の
行政との連携は増えていることに起因するものと
思われる。連携制度に関する全体的評価では、優
れている、評価できる・適切であるが増加してい
る一方で、やや改善を要するも増加していた。 
 

(2) 好事例共有・横展開 全47都道府県から、「普

及啓発」および「診療連携」に対する取り組みのス

ライド作成を依頼したところ、全都道府県（北海道

は北と南あり、福岡県は複数あり）が上記2つに対

する個別のスライドを作成した。それらのスライド

を 2 班 合 同 ホ ー ム ペ ー ジ （ https://ckd-

research.jp/）にとりまとめて掲載した。 

 

（図１） 

 
 

具体的には上記ホームページの「研究開発の推進」

（図１）をクリックする。次に「全国の取り組み・

年次推移」の項をクリックすると全国地図（図２）
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が表示される。ここで閲覧を希望する都道府県を

クリックすることで知りたい都道府県の情報へア

クセスできるようになっている。 

 

（図２） 

 
 

例えば岡山県をクリックすると図３のような形で、

岡山県の普及啓発の取り組みと認知度に関するス

ライドや、診療連携体制構築の取り組みに関する

スライドをいつでもどこからでもダウンロードで

きるようになっている 

 

（図３） 

 
 

残るすべての都道府県の CKD 対策の現状も同様の

形で閲覧することができることとなった。 

 

(3) 検診結果に基づく保健指導、受診勧奨の推進   

各保険者（国民健康保険、各種被用者保険）にお

ける特定健診・各種検診における腎臓関連検査の実

施状況、検査結果に基づく保健指導および受診勧奨

等のフィードバックの実態（実施状況，基準運用）、

現況の背景となる地域の実情について下記の通り

調査計画を立案した。 

【調査計画（案）】 

調査対象：都道府県の国保連合会、協会けんぽ都道

府県支部、岩手県、山形県、茨城県、東京都、大阪

府、奈良県、島根県、長崎県での調査を想定。（日

本腎臓学会腎臓健診対策小委員会と連携） 

調査項目：1)特定健診での血清クレアチニン（eGFR）

測定の有無、2)尿蛋白または血清クレアチン（eGFR）

以外（尿中アルブミン定量等）の腎臓病関連の検査

の実施の有無、3)尿蛋白または血清クレアチン

（eGFR）に関するフィードバックの有無と内容（受

診勧奨、保健指導（口頭）、情報提供（印刷物など））、

4）フィードバックの基準（フィードバック文例集

に準拠、独自の基準）、5)受診勧奨にあたっての医

師会や医療機関等との連携（医療機関リストの作成

や、連携協定等）の有無、6）フィードバック対象者

の経年的なフォローアップの有無等とすることを

想定。 

 

3．診療水準の向上 

(1) 移行期医療（トランジション） 

2014年に「成人期に達した小児期発症慢性腎疾患

患者の成人医療への移行に関する実態把握のため

の調査研究」が行われ、208施設3138症例の回答が

得られた。その結果2014年時点では移行プログラム、

移行コーディネーターの病院内設置など体制面で

の整備が十分ではないこと、調査時点で25歳以上の

症例の43.3％が小児科で加療を継続されているこ

とが明らかとなった。今回改めて各施設の現状を調

査すること、2014年の研究結果と比較を行いながら

現在の「移行医療」の現状を明らかにするとともに、

転科を妨げる要因を検討することで、今後円滑な移

行医療を進めるための提言作成を目的として、研究

計画書および調査票の作成を行った。また対象施設、

対象患者を以下の通りとした。 

 

対象施設 

1） 日本腎臓学会評議員が在籍している施設・診療

科 

2） 日本小児腎臓病学会代議員が在籍している施

設・診療科 

上記のうち 2014 年度研究に協力が得られた施設・

診療科を対象施設とする。（成人 61 施設、小児 54

施設予定） 

 

対象患者 

1）小児の調査対象施設・診療科でフォローされて

いる小児期発症慢性腎疾患患者で、以下の①、②の

いずれかに該当するもの 

① 2021年 1月 1日から 2022年 12月 31日までの

間に、小児科医・小児腎臓内科医が成人医療施

設へ紹介した全小児期発症慢性腎疾患患者 

② 2022年 12月 31日時点で、小児科医・小児腎臓

内科医がフォローしている 18 歳以上の小児期

発症慢性腎疾患患者 

 

2）成人の調査対象施設・診療科でフォローされて

いる小児期発症慢性腎疾患患者で、以下の①、②の

いずれかに該当するもの 

① 2020年 1月 1日から 2022年 12月 31日の間に

小児科医・小児腎臓内科医または小児泌尿器科

医から紹介を受けて腎臓内科医がフォローし

ている 18歳以上の小児期発症慢性腎疾患患者 

② 2020年 1月 1日から 2022年 12月 31日の間に

小児科医・小児腎臓内科医または小児泌尿器科

医からの紹介なくフォローしている 18 歳以上

の小児期発症慢性腎疾患患者 
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調査票 

調査票は施設調査票と、個別の症例調査票とし

て小児科医・小児腎臓内科医用の調査票 2種類、成

人診療科医師用の調査票 2 種類の計 4 種類を対象

患者に合わせて用いる。調査内容は 2014 年度研究

で使用した調査票を基本とし、移行を妨げる要因

を明らかにすることを目的に項目を追加して作成

した。 

 

調査手順 

倫理委員会承認後に上記調査対象施設（日本腎臓

学会評議員、日本小児腎臓病学会代議員が在籍す

る施設・診療科で、2014 年度調査に協力が得られ

た施設）に対して調査票を送付し、一定期間内に対

象施設から返送を頂く。データを記入した調査票

は、返信用レターパックにいれ、データセンターへ

郵送される。データセンターは受領した調査票を

データベース化し、集計を実施する。 

 

倫理委員会承認後に調査対象施設に対して調査票

を送付予定であり、2023年5月に調査を実施する予

定である。 

 

(2) 高齢CKD患者、透析・移植後患者のCOL維持向

上 

 高齢腎不全患者の保存的腎臓療法はAMED研究か

らの継続であり、この周知を各学会（日本腎臓学会

総会、東部会：主催にてシンポジウム企画）で図り、

論文化も行った。台湾移植患者のCKMガイドの監訳

改訂版を作成し、関連学会で配布予定。移植に関し

ては、腎移植内科研究会を主催し、移植患者の診療 

水準の向上を図った。 

 

(3) 難治性腎疾患の診療レベルの向上・均霑化   
難治性腎障害に対する調査研究班で2020年に作

成され公開された４疾患（IgA腎症、多発性嚢胞腎、

ネフローゼ症候群、急速進行性腎炎）および移行医

療の診療ガイドラインの普及のため、PDFファイル、

およびダイジェスト版を（難病班、日本腎臓学会、

Minds）のホームページ上で、無料で公開した。そ

れぞれのガイドラインの使用状況をアンケートに

て調査した。また患者および家族に向けた療養ガイ

ドを作成した。 

 概ねガイドラインの浸透は順調であり、2017年に

行った調査と比較して遵守状況が向上しているこ

とが分かった。また一部診療実態との整合性に課題

がある可能性も考えられた。アンケート調査の結果

は論文作成中である。 

 難治性疾患政策研究事業との連携により、難病を

原疾患とする腎障害患者の診療が向上し、均霑化が

進んだ。 

 

(4) 尿中アルブミンの測定診療報酬化 

UAE測定の有用性を明らかにするために、文献検

索を行った。また、その費用対効を明らかにするた

めの方法論の検討を開始した。現状では、UAE/UPE

比が一定という前提のもとで、CKDの病態をより正

確に反映するUAEを、生理的な蛋白成分などが混在

するUPEの測定で代替している。しかし、UPEが50mg

/gCr未満という低蛋白濃度下では、UAE/UPE値が一

定値を取らず、UAE値の推定は困難と考えられた。

よって、UPEでは発見も治療効果の評価も行なえな

かったこの尿蛋白濃度の患者に対してUAEを測定す

ることで、早期介入が可能になると考えられた。さ

らに、早期介入による費用対効果の解析に着手した。 

 

4．人材育成 

１）腎臓病療養指導士の継続的な育成：2022年5月

29日東京医科歯科大学鈴木章夫記念講堂において

認定のための講習会を開催し、現地およびオンディ

マンドを合せて数百名の参加があった。認定試験に

は492名の応募があり、2023年1月30日に認定試験を

実施、受験者473名中469名が合格となった。1～6回

合計で資格認定者は2,404名となった。また、第1回

認定者のうち規定を満たした93名について、資格を

更新した。 

 

２）腎臓病療養指導士の地域差是正：「腎臓病療養

指導士のためのCKD指導ガイドブック」を、人口比

で療養士の不足している地域の基幹施設（日本腎臓

学会教育認定施設、J-CKDI幹事施設）の指導者に配

布した。認定のための講習会は現地開催とオンディ

マンドの両方式で行い、利便性に配慮した。今後は、

地域からの受験機会の増加策として、地域における

CBT方式など認定試験の分散開催についても検討す

る。また、地域の実情に見合った支援が必要なこと

から、各都道府県の連携の会の設立と地域における

療養士活動の支援を強化することとした。J-CKDIで

作成中の地域マップに、療養士数の都道府県別年次

推移のデータを掲載し、地域の療養士数の把握が可

能となった。 

 

３）厚労科研要班との連携：多職種連携の多施設共

同研究（全国の24施設、3015名が参加）により、多

職種介入がCKDステージG3～G5において腎機能悪化

を抑制することが明らかとなった（Abe M, Kaname

 S, Clin Exp Nephrol, 2023）。また、この成果を

含めた多職種連携のためのマニュアルを作成した

（「CKDケアのための多職種連携マニュアル」pdf版、

 要 伸也監修、全100ページ）。  

 

４）チーム医療に資する若手医師の育成：腎臓専門

医試験・研修医のための腎臓セミナーを実施し、若
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手医師の育成に携わった。 

 

5．研究の推進：研究開発・国際比較 

(1) AMED,厚労省等の公的研究のCKD関連研究をと

りまとめ、本邦のCKD関連研究の現況と経年変

化が把握できる環境を整備する。 

2008年から2022年までに獲得したAMED、厚労科研、

科学技術振興基金(JST)について、日本腎臓学会の

会員に対してメーリングリストにてアンケートを

行った。 

これまでの獲得数はAMED51件、JST71件、厚労科

研72件であった。総獲得研究資金は93億4669万円、

AMED51億688万円、JST5億8146万円、厚労科研36億

5836万円であった。内訳は病態解明68件、CKD対策

24件、難治性疾患事業22件などであった。 

 

(2) 海外の CKD診療体制、ESRD・腎代替療法（RRT）

の実態の調査を行う。 

 国際腎臓学会による国際的なCKDおよびESKD診療

の状況を把握するためのGlobal Kidney Health At

las の作成に協力した。国際腎臓学会がデータを取

りまとめており、今後その内容の分析を進める。 

 

(3) 疫学調査 

1) CKD患者数の実態調査 

2005年のCKD患者数の調査では特定健診データ、

各地のコホート研究データが用いられている。本調

査においても、上記データを用いて、年次的な推移

などを調査することも検討したが、地域に偏りがあ

ることや、会社の健診データを使用することは個人

情報保護の観点から利用が難しいこともあり、NDB

データを用いた解析を行うこととした。NDBデータ

を用いた解析では全患者データによる解析と部分

抽出データによる解析を並行して行うこととした。 

 全国規模国保組合、全国協会けんぽ、自治体国保

データでのCKD有病割合推定アルゴリズムを設計し

た。 

2) CKD患者数に影響を与える因子の解明 

上記のNDBデータを用いた解析では糖尿病や高血圧

など生活習慣病に関連するデータも抽出し、CKD患

者数に影響を与える因子を解明することとした。 

また、大阪府において、糖尿病、高血圧、脂質異常

症、腎不全の入院外医療費、脳血管疾患、心疾患の

入院医療費、および平均寿命の調査を行ったところ、

図のように地域の差が認められた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

6．情報発信、広報 
メディカルクオール社に委託し、研究班の合同H

Pを立ち上げた。全都道府県のCKD対策の取り組みは
各県代表者より提出された。年齢・性別別の新規透
析導入患者数は日本透析医学会の年末統計調査よ
り作成した。腎臓専門医数・腎臓病療養指導士数は
日本腎臓学会・日本腎臓病協会よりデータの供与を
受けた。 
HPは2023/02/27に公開された(https://ckd-rese

arch.jp/)。１）普及、啓発、２）診療連携体制構
築、３）診療水準の向上、４）人材育成、５）研究
開発・国際比較の5本柱に加え、47都道府県ごとに
現在のCKD対策の取り組み、腎臓専門医数・腎臓病
療養指導士数・透析導入患者数を視覚的に記載した。
また、CKD啓発動画もHP上から確認可能となった。 
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Ｄ．考察 
令和元年～3年度の、厚生労働省政策研究班「腎疾
患対策検討会報告書に基づく対策の進捗管理およ
び新たな対策の提言に資するエビデンス構築」研究
に引き続き、これらをさらに推し進めることを本研
究の目的としている。 
これまでに全国各都道府県から集約された「普及・
啓発」および「診療連携」の現況を、新規に立ち上
げたホームページへ掲載することで各地でのCKD対
策をこのホームページを通じて共有することが可
能となった。好事例の横展開、また今後さらなる各
地でのCKD対策を推進する上でのプラットホームと
なることが期待される。 
腎臓病療養指導士は年々増加しており、啓発活動
に参加する人数も増えてきている。活躍の場も増え
続ける中で、腎臓病療養指導士による療養指導に対
して診療報酬が付与されること目指し、厚生労働省
と要班と連携して準備を進めていく。現在、各職種
(医師、保健師、栄養士等)との連携による患者指導
が、腎障害の進展を抑制するといったエビデンスが
集積しつつあり、腎臓病療養指導士の重要性は今後
一層高まってくると考えられる。 
また非糖尿病CKDにおける尿中アルブミン測定に
おいても、CKD 診療実態の国際比較のために、保険
収載により測定可能な環境を整える必要がある。エ
ビデンスの集約の他、早期介入による費用対効果の
解析、医療経済モデルの構築が今後の課題となる。 
 
Ｅ．結論 
腎疾患検討会報告書では、今後のCKD対策の全体目
標が設定されている。1）CKDを早期に発見･診断し、
良質で適切な治療を早期から実施・継続することに
より、CKD重症化予防を徹底する。2）同時に、CKD患
者（透析患者及び腎移植患者を含む）のQOLの維持
向上を図る。2028 年までに、年間新規導入患者数
を 35,000 人以下に減少させる（2016 年度、約39
000人）。透析・移植患者のQOLの維持向上も企図さ
れているのが特徴である。 
新型コロナウイルス感染症の蔓延下において、各
分科会の活動は一定の制限を受けてきた。その中で
も継続可能な活動を見出し、新規活動形態を構築し、
今日の腎臓病診療に確実に影響を及ぼし始めてい
る。掲げた目標を達しすることがこの研究班の使命
であり、より良い腎臓病診療、CKD対策の構築を目
指し、腎臓学会、腎臓病協会等と連携して、継続的
にオールジャパン体制で取り組む必要がある。 
 
 
Ｆ．健康危険情報 
 なし 
（分担研究報告書には記入せずに、総括 
研究報告書にまとめて記入） 
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